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第1章　総則

　本仕様書は、渡名喜村（以下、甲という。）が、委託する令和８年度多用途住宅整備事業建築工事監理業務に適用する。
　ただし、本仕様書に明記のない事項であっても、業務遂行上当然必要と思われる事項については、受注者（以下、乙という。）の責任において実施するものとする。

1. 業務の目的

　本委託は、令和８年度多用途住宅整備事業建築工事に関し、その工事監理を主目的として業務を行うものである。

2. 業務の名称

[bookmark: _Hlk243572456]　令和８年度多用途住宅整備事業建築工事監理業務

3. 業務の場所

　渡名喜村地内

4. 履行の期間

　契約締結の翌日から、令和９年３月２５日まで

5. 業務の範囲

1） 令和８年度多用途住宅整備事業建築工事（建築・電気・機械）の工事監理業務
２）その他工事監理に係る書類作成業務

6. 業務管理

１）乙は、業務内容の計画書を作成し、甲に提出しなければならない。

２）乙は、業務の円滑な進捗を図るため、当該類似業務についての十分な経験
　　を有する管理技術者を配置しなければならない。

３）管理技術者は、業務の全般について技術的な管理を行うものとする。その
　　資格は、一級又は二級建築士であることを基本とする。

４）工事請負者及び甲との協議、打合せ事項等は議事録を作成し、甲に提出し
　　なければならない。

7. 法令等の遵守

　乙は、業務の実施に当たり、建築基準法その他の関係する法令、規則、指針等に従うものとする。

8. 秘密の保持

　乙は、業務の遂行上知り得た秘密を他人に漏らしてはならない。
　また、コンサルタントとしての中立性を厳守しなければならない。

9. 提出書類

　乙は、業務の着手及び完了に当たって、甲の契約約款に定める書類の他、下記の書類を提出するものとする。

１）着手届
２）工程表
３）業務計画書
４）管理技術者届及びその経歴書
５）担当技術者届及びその経歴書
６）完了届
７）工事監理日報
８）その他必要な書類

10. 業務の完了

　本業務は工事監理業務の検査合格をもって完了とする。
11. 資料の貸与

　甲は、業務に必要な資料を所定の手続きによって貸与するものとする。

12. 疑　義

　本仕様書の記載事項及び業務遂行上において疑義が生じた場合は、甲、乙協議の上、誠意を持って業務を遂行するものとする。



























第２章　監理内容

1．監理対象工事概要

　令和８年度多用途住宅整備事業建築工事（建築・電気・機械）
（1）　景観区域の地区区分：島の景観形成地区
（2）　用　　途：多用途住宅
（3）　高　　さ：6.5ｍ
（4）　階　　数：1階建て
（5）　床面積：１階 132.48㎡
（6）　建築面積：138.46㎡
（7）　構　　造：木造
（8）　電気設備：一式
（9）　機械設備：一式
（10） 外構工事：一式
（11） 形態意匠：屋根仕上げ（沖縄在来瓦葺（漆喰塗）（空葺き）

2．業務内容

　対象工事に関して、工事請負者に対する必要な指示、承諾又は協議の処理等を行い、工事が適正に施工されるよう工事監理を行うものとする。
（1）　施工計画書、製作図、施工図、完了図書等の審査及び承諾
（2）　工程の管理、工事の実施状況の検査及び立会
（3）　工事材料、主要機器等の検査及び出来高確認
（4）　性能確認試験及び試運転の立会、確認
（5）　関係機関が行う検査の立会及び資料の作成（既済部分検査、完了検査
　　　 会計検査等）

3．一般共通事項

　1）一般的義務
　 （1）管理技術者は、対象工事の請負契約の適正な履行を確保するために、
　　　担当技術者が行う業務に係る諸事項が適切に行われるように担当技術者
　　　を指揮監督しなければならない。
　 （2）管理技術者は、必要に応じて監督職員と打ち合わせを行うものとし、
　　　その結果について打合せ記録を作成し相互に確認しなければならない。
　 （3）担当技術者は、管理技術者のもとに対象工事の請負契約の適正な履行
　　　を確保するために監督職員の指示に従って、必要な監督（審査・立会・
　　　検測及び観測）を厳正に実施しなければならない。
　 （4）担当技術者は、請負工事に関して工事請負業者又は外部から通知若し
　　　くは報告を受けた場合には、速やかに監督職員にその内容を正確に伝え
　　　なければならない。
　 （5）担当技術者は、監督職員の指示によって工事請負者又は外部への連絡
　　　若しくは通知を行う場合には、その内容を相手に正確に伝えなければな
　　　らない。

　2）設計図書等の理解
　　　　担当技術者は請負工事の契約書、設計図書及び標準仕様書等の内容を
　　　十分に理解するとともに工事現場の状況についても精通しておかなけれ
　　　ばならない。

　3）貸与図書等
　 （1）担当技術者は、委託者から貸与を受けた図書及び物品について、善良
　　　なる管理を行わなければならない。
　 （2）前項の図書及び物品は、業務完了後、速やかに返還しなければならな
　　　い。

　4）図書の整理
　　　　担当技術者は、監督職員の指示があれば監督職員が工事請負者から受
　　　理する図書又は工事請負者に指示し、若しくは指示する図書の整理を適
　　　切に行わなければならない。

　5）工事監理日報
　　　　担当技術者は、次の各号に揚げる事項を記入した工事監理日報を作成
　　　しなければならない。
　 （1）担当技術者、管理技術者の氏名
　 （2）天候等の気象に関する事項
　 （3）実施した業務の概略
　 （4）その他必要と認められる事項

4．現場技術者

　1）審査
　　　　担当技術者は、監督職員の指示により、工事請負者から提出された書
　　　類（計画書、報告書、データ、図面等）を審査し是正内容があればその
　　　旨を指示しなければならない。

　2）立会・観察
　　　　担当技術者は監督職員の指示により、完成後、外面から明視すること
　　　ができない工事又は施工の進行過程を記録写真等書類的な方法では、そ
　　　の状況を把握することが十分でない工事等について、現場に立会、観察
　　　し、設計図書に適合しない場合は、工事請負者に適合のために必要な助
　　　言を行うものとする。
　　　　また、工事請負者が工事契約の目的を達成するために当然施工しなけ
　　　ればならないもので、工事目的物の変更を伴わないものの施工について
　　　必要な助言を行うものとする。
　　　　なお、その結果は必要に応じ監督職員に報告するものとする。

　3）検測
　　　　担当技術者は、監督職員の指示により、請負工事の施工について設計
　　　図書に示す所定の品質及び適正な出来形を確保するために現地で検測を
　　　行い、その結果、不適合又はその恐れがあると認められる場合は、工事
　　　請負者に対して適合のために必要な助言を行うものとする。なお、その
　　　結果は必要に応じ監督職員に報告しなければならない。

　4）工程管理
　　　　担当技術者は、請負工事の進捗状況を把握し、工事が遅延する恐れが
　　　あれば、遅滞なく監督職員に報告しなければならない。

　5）施工管理
　　　　担当技術者は、工事請負者が仕様書に定められた施工管理を忠実に実
　　　行しているか確認し、その結果を必要に応じ監督職員に報告しなければ
　　　ならない。

　6）設計図書と現場の不一致
　　　　担当技術者は業務中に次の各号に揚げる事項又はこれに類する事項に
　　　つき工事請負者から通知を受けたときは、遅滞なく監督職員に報告しな
　　　ければならない。
　 （1）設計図書と工事現場の状態が一致しないこと。
　 （2）設計図書の表示が、明確でないこと（図面と仕様書が交互符号しない
　　　こと及び設計図書に誤謬又は脱漏があることを含む）。
　 （3）工事現場の地質、湧水等の状態、施工上の制約等設計図書に示された
　　　自然的又は人為的な施工条件が実際と相違すること。
　 （4）設計図書で明示されていない施工条件について予期することができな
　　　い特別の状態が生じたこと。
　 （5）工事を一時中止し、又打ち切る必要があると認められる場合。

　7）工事検査の立会
　　　　担当技術者は、発注者及び監督職員が行う請負工事に関する検査に立
　　　ち会い、求められる説明に応じなければならない。

　8）事故報告
　　　　担当技術者は、業務中に事故が発生した場合は、速やかにその状況を
　　　監督職員に報告しなければならない。

　9）工事現場発生品
　　　　担当技術者は請負工事の施工によって生じた現場発生品について監督
　　　職員の指示があれば工事請負者の提出する調書を照査して監督職員に報
　　　告しなければならない。

 10）工事請負者に対する支給品等
　 （1）担当技術者は、委託者が工事請負者に対して支給し、又は貸与する物
　　　品について、監督職員の指示があれば、そのつど別に定める事項を記入
　　　した受領書又は借用書を工事請負者から徴して監督職員に提出するとと
　　　もに、その物品の状況を明らかにしておかなければならない。
　 （2）担当技術者は、工事請負者から委託者に貸与品の返還があった場合に
　　　監督職員の指示があれば工事請負者から別に定める事項を記入した返還
　　　書を徴して監督職員に提出するとともに、その物品の状況を明らかにし
　　　ておかなければならない。

 11）設計変更等に関する図書
　　　　担当技術者は、監督職員の指示により、設計変更、工事完成検査又は
　　　既済部分検査等に必要な図書の作成をしなければならない。

 12）協議等に関する資料
　 （1）担当技術者は、監督職員の指示により、地元又は関係機関等との協議
　　　等に必要な資料の作成をしなければならない。
　 （2）担当技術者は、監督職員が前項の協議等を行う際、監督職員の指示が
　　　あれば、随行しなければならない。


